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[審議事項２] 第５章 協働のまちづくりを推進するために 

１．協働のまちづくりの担い手の意識向上（改正版１０ページ） 

改訂前 
修正 

新規 
改訂後 

市民は，「まちづくりは市の責務」との考え方が強く，自

分達の地区は自分達でつくり，その責任も自分達にあると

いう意識はあまり高くありません。 

 また，市に対しては「縦割り組織」，「コスト意識が薄い」，

「説明責任の不足」「透明性の不足」等との思いが強く，市

民と市の意識の隔たりが生じています。 

今後は，市民と市があらゆる分野において積極的に協働

で事業を推進し，良好な信頼関係を確立していくため，お

互いの意識向上が必要です。 

修正 

 市民と市だけではなく，様々な団体，事業者，まちづく

り協議会が，協働のまちづくりの担い手として，自らが

「まちづくり」に取り組むという意識向上が必要です。 

 

 

２．情報の共有化（改正版１０ページ） 

改訂前 
修正 

新規 
改訂後 

情報共有化推進のために，「情報共有化のルール作り」，

「情報交換の場の提供」，を行うことが必要です。 

協働のまちづくりは，多くの市民や市民活動団体等が集

まり，情報交換や議論を通じてそれぞれの意見や提案を反

映させながら進めることが重要です。そこで，対話を行う

場も提供します。 

修正 

情報共有化推進のために，「情報共有の場の提供」を行

うことが必要です。 

 現在，各地区に設立を目指す「まちづくり協議会」に

は，「情報共有の場」という役割も期待しています。 

 

 

資料５ 
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３．人材育成と組織支援（改正版１０ページ） 

改訂前 
修正 

新規 
改訂後 

人材を育成することにより，協働の質を高め，サービス

を受ける市民の信頼や安心感を向上させ，協働のまちづく

りの定着を図ります。 

市民が自発的にまちづくり活動を行う場合やボランテ

ィア活動に参加する場合に，必要な情報やノウハウを提供

したり，資金的な援助を行うための支援体制を確立しま

す。 

修正 

 協働のまちづくりの担い手自身が，人材を育成するこ

とにより，協働の質を高め，サービスを受ける相手の信

頼や安心感を向上させ，協働のまちづくりを持続可能な

ものとします。 

市民や市民公益活動団体が，協働のまちづくりの担い

手として活動するために，市民公益活動助成金事業，市

民提案型協働事業の活用を推進し，支援を継続します。 

 

４．推進組織（改正版１０ページ） 

改訂前 
修正 

新規 
改訂後 

①推進組織の必要性 

協働のまちづくりの推進への取り組みを確実に実施し

ていくためには，情報の集約，共有化を図り，市と担い手，

また担い手同士の協働体制を創るためのコーディネート，

及び活動の支援と促進を行っていく機能をもった専門の

推進組織がその役割を担っていくことが重要です。 

★推進組織に期待される機能と役割 

◎まちづくりの担い手間の情報の共有化 

◎協働のまちづくりの担い手間の連携支援 

◎まちづくりにおける新たな事業の検証と実施の支援 

◎協働のまちづくり事業の実践と普及活動 

◎市業務の市民委譲の促進 

修正 

 協働のまちづくりを推進する組織は，２種類考えられ

ます。 

 １種類目は，協働のまちづくりを着実に推進していく

ためのコーディネートや活動の支援を行う役割を担う組

織です。現在，本市では，この役割を担う組織として，市

民活動支援センターが設置されています。引き続き，市

民活動支援センターの充実を図ることで，協働のまちづ

くりを着実に推進していくことができると考えます。 

 また，協働のまちづくりの担い手が連携して推進組織

を設立し，市民活動支援センターと連携，又は対応でき

ない案件に対応することで，既存の支援のみならず新た

な支援も期待できます。 
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◎まちづくりの活性化のためにNPO法人，市民活動団体，事業者等，

担い手の育成及び支援 

 

②推進組織のあり方 

推進組織の設立や運営は，その組織の目的や期待される

機能に応じて，適切な形態を選択することが重要です。 

市民活動の支援や促進を行う組織は，柔軟性に富み効率

的に活動することが求められることから，市からは独立し

た組織とし，組織の自主性，独立性を確保することが望ま

しいと考えられます。また，これまでの活動の蓄積を活か

し，効率的な組織運営を行っていくためには，既存の支援・

推進機能を最大限に活用することも必要になります。 

そのための方法として，現行の市民活動支援センター業

務機能を拡充したり，協働のまちづくりの担い手が協力し

てＮＰＯ法人等を組織し，市民活動支援センターで対応し

ていない業務に対応し，さらにその組織に市民活動支援セ

ンター業務を委託するなど，最も効果的かつ効率的な組織

体制で実現していくことが必要です。 

以上のような組織体制の整備は，迅速に取り組むととも

に，市民と市が積極的に参加・協力しながら進めていくこ

とが必要です。 

 ２種類目は，協働のまちづくりの担い手がつながり，

新たな協働を生み出し，発展的に協働のまちづくりを推

し進める組織です。この組織は，現在，各地区に設立を目

指している「まちづくり協議会」にこの役割を担ってい

ただきたいと考えています。 

 

 


